
長崎県総合計画 (仮称)素案骨子 (案)





02040年頃にかけて、全国的に人口の減少や少子高

齢化など社会の大きな変化が予測されている。

0本県でも全国より速いスピードで人口減少が進行
するなど様 な々課題が見込まれることから、全から
行っておくべき取組を着実に進めていく必要。

O長期的な視点で計画的に長崎県づくりを進めてい(
ため、今後の県政運営の指針や考え方を県民にわ

かりやすく示した総合計画を策定

計画策定の趣旨

0人が活盟し支えあう

0産業が育ち活力を生む

0地域がつながり安心が広がる

人B産業・地城を結び、新たな時代を生き抜く

力強い長崎県づくり

計画の基本理念

令和3年度～令和7年度
(5年間)

※第2期まち口ひと日しごと創生

総合戦略と同じ終期

針画期間

◆基本靭略

◆政策横断プロジエクト

◆計画の基本理念

弾 働 鰤  ,盤 の■-0等

◆お吋鞄D畑 | ◆お暗聰囲臼み
◆掏 ,建泰熟四融 |

◆政策展開の基本方向

計画実現に向けた基本姿勢

計画の策定にあたつて
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計画の構成

(1)計画の実現や発信に向けて

0キャッチフレーズの策定
E県民と一緒に長崎の未来を創つていこうというキャッチフレーズを設定

0近未来像の盛り込み
日本県の未来を大きく変えるプロジェクトが複数動き出すことを踏まえ、

夢や希望を持てる将来像を発信。

0まち・ひとDしごと創生総合戦略との豊合
B総合戦略と政策体系の共通化を図り、一体的に推進、評価。

(2)社会や時代の動きを踏まえた施策の推進

OSodetyS.oゃ 2040年問題への対応
日先端技術の進展 (SOCiety5.0の 実現)や、人口減少など2040年頃にかけての課

題を見通し、対応するための施策を推進。

OSDGsの推進
口SDGsの理念は本県の施策を進めていく上でも重要な観点であり、SDCsの理念を

踏まえながら計画を策定、推進。

0新型コロナウイルス感巣症の影響への対応
日新型コロナウイルス感業症の影響やそれによつて生じる社会の変化を見据えた

施策を推進。                         1

計画のポイント
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次期長崎県総合計画素棄脅子の概要  (R2.6月 )

Ｉ
呻
Ｉ

Oワーク・ライフロバランスに取り組んでいる企業の割合の増加【産業労働部】
0健康状態の管理や生活習慣の改善に取り組んでt,ヽる人の割合の増加【福祉保健部】
0本県への移住者数の増加:【地域振興部】
O合計特殊出生率の上昇【こども政策局】
O認知症サポTタエ数の増加【福祉保健部】

0誘致企業による雇用計画数【産業労働部】
0創業件数【産業労働部】
0外国人延べ宿泊者数の増加【文化観光国際部】
O水産物輸出額の増加【水産部】
O農産物と木材の輸出額【農林部】

O橋梁の補修実績数の増加【土本部】
0長崎空港利用者数の増加【地域振興部】
0刑法犯認知件数の減少(全国トップレベルの治安水準の維持)【警察本部】
O風水害こ地震などによる死者数【危機管理監】
0大気環境基準の達成率の上昇【県民生活環境部】

60.6%(H26)⇒7513%(H30)
57.1%(H26)⇒ 62:6%(Rり
140人 (H26)⇒ 1,479人 (Rl)
1.66(H26)→ 1.68(H30)
65,000人 (H26)⇒ 142,314人 (Rl)

2,959人 (H28～ Rl)
2,289′件(H28～H30)
51.9万人(1126)⇒93.0万人(HaO)
■億円(H26)⇒31億円(Rl)
424百万円(H26)→ 771画

1万
円(H30)

153帝i(H26)→208橋 (Rl)

,00万人(H26)⇒316万人(Rl)
6,017件 (H26)⇒3,394件 (Rl)
0人 (H28～H30)ぢ
78%(H26)う88%(H30)



:||

「▼ (R246月 )

前計画の主な課題等(例) 次期計画の取組(例 )

O若年層を中心とした生産年齢人口が県外に流出。

担い手確保や若者の県肉定着が課題。

※県内大学生の県内就職率 37.8%(RlX目標値 :55り

※県立大学の県内就職率 34.4%(H30)(目 標値 :42%)

※県内高校生の県内就職率 65.6%(Rl(速報値))

(目 標値:65%)

※漁業就業者数 11'15人 (H30)(目標値:12,6oO人 )

※建設技能労働者の就職件数 725件(H30)

(目 標値:881件 )

※県内介護職員数 28,172人 (H29)(目標値:29,820人 )

新0県民の県内就職への意識醸成【産業労働部】(トト1)

新0県外大学生のUターン就職の促進い支援【産業労働部】(1エト2)

0建設業における担い手の確保【土木部】(トト1)

新0女性が活躍できる場の拡大と男女がともに働きやすい環境づくり
【県民生活環境部】(卜1-3)

0漁業の魅力や就業情報の発信授 入体制の強1ヒ【水産部】
(1・

い
1-5)

0介護B福祉人材の育成・確保【福祉保健部】(1-卜6)

新0外国人材の地域における活躍【産業労働部】(トト7)

新O県立大学構報セキュリ手オ産学共同研究センター(仮称)を

活用した産業振興【総務部】(2-1-1)
新0新たな基幹産業め創出(航空機関連産業)【産業労働部】(2-1・ 1)

ｌ
ω
Ｉ

O移住者は増加しているものの、全国に先んじて人口減少
や少子高齢化が進み、地域活力の低下が課題と

O保育所待機児童数、放課後児童クラブ待機児童数解消
の進捗に遅れ。         |
※保育所待機児童数 157人 (H,0)(目 標値:0人 )、

数53人 (H30)
(目 標値 :31人 )

OICTを活用して学習に取り組むことのできる子どもの割合

(小日中学校)の進捗に遅れ。
※71%(H30)(目 標値 :100%)

事8耀霧缶着陶     〕
※関係人口の創出等【地域振興部】(卜2-2)

新0農山村集落の維持【農林部】(3-1-2)

0妊娠口出産、子育てへの切れ日のない支援【こども政策局】

(1-3‐1)

※保育人材の安定的確保に向けた離職防止策の推進
※放課後児童クラブの量の確保・質の改善と、学校施設の活用や放

課後子ども教室との一体化の推進 等

Or主体的B対話的で深い学びJ等に対応したICT活用の推進

【教育庁】(1-3■ )

※プ由グラミングを含む情報活用能力の育成 等



前計画の主な課題等(例 ) 次期計画の取組(例)

―
ト
ー

0国際定期航空路線利用者数の進捗の遅れ   '
※国際定期航空路線の利用者数

67千人(H30)(目 標値:95千人)

0国際定期航空路線数め進捗の遅れ
※国際定期航空路線数 2路線(H30)(目 標値:4路線)

O農産物直売所o.売上額は順調であるものの、高齢化による
農林漁業体験民宿軒数の減少等によリグリーンツーリズム
の売上額が伸び悩み。
※農産物直売所及びグリーンツーリズムの売上額

112i9億円(H30)(目標値:112.6億円)

0新幹線駅周辺の整備については、令和4年度の開業に間に
合うよう順調に進んでいるが、着実な開業とその効果を高め
る取組を推進する必要。

0地域防災力の向上に重要な県内の消防団員数の伸び悩み。
※県内の消防団員数 19,738人 (H30)(目 標値:20,053人 )

0-般廃棄物のリサイクル率が全国より低い状況。
※一般廃棄物のリサイクル率 15.0%(H29)

(目標値 116.5%)
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次期長崎県総合計画素窯骨子の概要  (R2.6月 )

2040年問題への対策例

，
切
―

①地域における王ンフラ、公共交通、介護等の確保

O健康長寿対策の推進【福祉保健部】(卜1-8)

新O地域の維持・活性化及び産業人材確保に向けた人材誘致の
促進【地域振興部】(卜2il)

新O地域住民が主体となつた集落・コミュニテイの維持!活性化の

推進【地域振興部】(3-1歳 1)

0地域公共交通の経営安定とまちづくりt観光振興等の地域

戦略との連携の促進【地域振興部】(3-1■ )

0地域を支える情報通信基盤の整備促進【企画部】(3-卜5)

0インフラの職路的な維持管理、更新及び利活用の推進【土木

都】(3-1-6)
新O民間資金、遊体資産の活用【土本部】(3-1-6)
0都市機能の集約化による効率的な市衝地の形成【土本部】

(3-2-3)

②生産年齢人日の減少に伴う労働力不足対策

0建設業における担い手の確保【土本部】(トト1)

新0女性が活服できる場の拡大と男女がともに働きやすい環境づく

り【県民生活環境部】(トト3)

0企業を支える人材育成【産業労働部】(Ⅲl-4)

0キヤリア教育の推進【教育庁】(1-1■)

0新規就農け就業者の増大【農林部】(1‐1■5)

0漁業の魅力や就業情報め発信と受入体制の強化【水産部】

(1-1-5)

0医療人材の育成・確保【福祉保健部】(トト6)

0介證=福祉人材の育成・確保【福祉保健部】(卜1-6)

新0外国人材の地域における活既【産業労働部】(トト7)

0妊娠り出産、子育て今の切れ目のない支援【こども政策局】
(lr3-1)

Oふるさと教育の推進【教育庁】(卜3-2)

0高付加衝値化に取り組む機光事業者への支援(※宿泊施設の

人材確保B育成)【文化観光国際部】(2-2-1)
新0農山村集落o維持【農林部】(3=1…2)の創出(ロボットBIoT関連産集)【産業労働部】

(2-1-1)

新0県立大学情報セキュリティー産学共同研究センター(仮称)を

活用した産業振興【総務部】(?…卜1)      .
新OSodew5.0実現に向けた推進体制の構築【企画部】(3-1-5)
0地域を支える情報通信基盤の整備促進【企画部】(3-卜5)

新01Rの整備や新幹線の開業等を見据えた大村湾周辺地域の活

性化(※Maasをはじめとする新たなモビリティサービス導入

の推進)【企画部】(3-2-3)

O市町の行財政基盤の強化【地域振興部】(3-1-1)

0行政におけるデジタル化の推進 (スマート自治体の実現)

【総務部】(3-1-5)

新0広城連携め推進による県北地域の活性化【企画部】
5
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次期長崎県総合針画素素脅子の概要  (R2□ 6月 )

Ｉ
６
Ｉ

新0女性が活躍できる増の拡大と男女がともに働きやすい環境
づくり(※介護日福祉施設等における今入促進 E勤務環境改善
に向けた介護ロボットロIC時の導入促進)く福祉保健部>
(1-1-3)

0新たな基幹産業のd出 (ロボットロIoT関連産業)【産業労働部】
(2-1-1)

新O県立大学情報セキュリティエ産学共同研究センター(領称)を

活用した産業振興【総務部】(2-1…1)

新0生産性の高い農林業産地の育成(※スマート農林集拡大)

【農林部】(2-3-1)

新0漁業者の経営力強化(※高精度な漁場予測等の情報を
漁業者に配僣するスマート水産業の推進)【水産部】(2-3-2)

新OS∝ieⅢ5.0実現に向けた推進体制の構築【企画部X3-卜5)

新O地域を支える情報通信基盤の整備促進 (第5世代移動通信シ
ステム(5c)基地局の設置促進)【企画部】(3…1-5)

0行政におけるデジタル化の推進 (スマート自治体の実現)

【総務部】(3-卜5)

0インフラの戦略的な維持管理、更新及び利活用の推進
(※点検や診断、補修等における新技術の開発協力)【土本部】
(3-1-6)

新OIRの整備や新幹線の開集等を見据えた大村湾周辺地域の活
性化(瀬MaaSをはじめとする新たなモビリティサービス導入
の推進)【企画部】(3-2-3)

新0節電や省エネルギー等の取組推進(※地域特性(斜面地、離
島等)を踏まえつつ、地域課題(高齢化、交通空白地域)の解
決にもつながるようなスマートムープの展開、EV等の次世代
自動車の普及)【県民生活環境部】(3-3-5)

新0女性が活躍できる場の拡大と男女がともに働きやすい
環境づくり【県民生活環境部】(1-1-3)

O健康長寿対策の推進【福祉保健部】(1-卜8)

0子どもたちが未来社会を切り招くための「確かな学力J

の育成【教育庁】(1-3■)

O貧困に起因する問題を抱える子どもと親への支援
【こども政策局】(1■-2)

0新たな基幹産業の劇出(海洋エネルギー関連産業等)

【産業労働部】(2-卜1)

O水産資源の維持・増大のための適切な資源管理の
推進と漁増づくり【水産部】(2-3-2)

新0県民と共に取り組むSDGsの推進【企画部】(3-1-1)

O持続可能な社会の構築のための環境保全活動の|

促進や環境教育等の推進【県民生活環境部】(3-1-1)

O核兵器のない平和な世界の実現に向けた発信
【文化観光国際部】(3-2-6)

新0プラスチックごみ対策の推進【県民生活環境部】(3-3-4)

0節電や省エネルギー等の取組推進【県民生活環境部】

□

圏

齢 静

Socttty5.0推 進施策の例

14!''

冷

SDGs推進施策の例

(3-3r5)
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次期長崎県総合計画素素脅子の概要  (R2ぃ6月 )

新型コロナウイルス感染症を踏まえた施策例

Ｉ
Ｎ
Ｉ

①医療体制の襲備、感染症防止対策の推進

O保育施設等の安全対策の推進【こども政策局】(卜,…3)

日保育施設等における保健衛生対策の強化

0高齢者や障害者等が安心して暮らすための環境整備及び支援

【福祉保健部】(1■-1)    |一
白高齢者や基礎疾患がある者I本感染症が重症化しやすいことか

ら、施設内でのクラスターの発生を未然に防ぐため、発生早期
に感染状況を把握し専門機関に相談できる環境を整備

0医療提供体制の構築【福祉保健部】(3-卜3)
B感染症に対応できる病床の確保及び感染患者へ対応できる設
備整備

・地域め医療体制維持には、重症化した患者を少なくすることが

重要であるため、早期に感染者を把握し治療につなげる検査

体制の充実
B感染症に関する専門的な人材を増やすため、景崎大学等から

口空聖突症露こ占基冠黙留雷瑠痘撃準の安定供給体需llの強化
口防災ヘリコプター等による離島からの急患搬送体制の確保
【危機管理監】

O総合的な防災、危機管理体制の構築【危機管理監X3-3-3)
・市町との連携による避難所における良好な生活環境の確保(感

染症対策を含むX危機管理、福祉保健)、

0雇用環境の向上【産業労働部】(1-卜 1)

ロテレワークなど感染症拡大防止に対応できる労働環境の推進

0さらなる移住促進のための相談・支援体制の充実
【地域振興部】(卜2… 1)

]移住相談会の充実(オンラインによる相談会の開催など)

0「主体的a対話的で深い学び」等に対応したICT活用の推進
【教育庁】(卜3■ )

と情報端末の充実など国のOIGAスクール構想に対応した教育
ICT環境を整備し、すべての子どもたちの学びの保障と個々
に応じた学びの提供

0高付加価値化に取り組む観光事業者への支援

【文化観光国際部】(2-2-1)
日付加価値やおもてなしの向上、安全口安心対策に取り組む

観光事業者への支援

OSOdety,や実現に向けた推進体制の構築【企画部】(3-卜5)

B県内産学官金の連携によるSOdew5.0に対応したサービスの
提供口活用等の効果的かつ効率的な推進や地域課題の解決

O国際交流の推進【文化観光国際部】(3-2-6)

ギCTを活用した交流の環境整備
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新型コロナウイルス感熟症を踏まえた施策例

次期長崎県総合計画素素脅子の概要  (R2.6月 )

④スマート化の推進 (行政分野等)

③産業や地域の活性化

Ｉ
∞
Ｉ

O個別経営体の経営力強化【農林部】(卜1-5)     i
B農林業経営者が安定して事業継犠できる経営力の強化
(※新たな感巣建リスクにも対応じ.事集継続できる経営体育成)

9ぞ     1堪 乳;り

と地域課題解決等
?仕

組みづくり

E都市部人材の働き方あ変化に対応したテレウークなどの新たな
観点での「しごと」づくり

i新型コロナウイルス感染歳拡大を契機として、都市部企業等の
テレワーク導入の拡大を踏まえた県内の受入環境の整備促進、
県内今のワーケとション等の替数

O規模拡大による製造業の振興【産業労働部】(2-1-3)
3将来の感巣症リスクに対して国が進める生産拠点の国内回掃
等の強固なサプライチェーン構築やIC蒔を活用したリモート1ヒ

の推進等と連動した支援

0観光関連産業等(宿泊業と飲食葉等)の振興【産業労働部】
(2-1-3)                                       i
日新しい生活様式に対応するための事業転換等に向けた支援

0新たな基幹産業の創出や良貿な雇用の場の創出に向けた企業
誘数の推進【産業労働部】(2-1■ )

・自然災害に加え、感染症リスクを踏まえたBCP対策としての拠
点分散の動きをとらえた企業誘致の推進

0果産品のプランド化の推進【文化観光国際部】(2と2-2)
日長崎フェア開催や軍Cサイトを活用した黒産品のプランド化の
推進と販路拡大           ´

0漁業者の経営力強化【水産部】(2-3…2)

里離 桑に亀粋亀          造
木

T】
(1-1・1)

q握
轟嬌β8身

=γ

タザ
イ|ヒ

の推進(⌒マート自治奪本の実現)

l多様な働き方を可能とするテレワークや可V会議の導入促進

0養殖業の成長産業化【水産部】(2-3-3)
a海外で評価される商品づくりと安定的な生産が継続できる体
制 づ くり(※継繊的な生産体制づくりの観点を新たに議ける)

0高度衛生管理に対応した体観の構築【水産部】(2-3… 3)
・国内外の販売先ニーズに対応したHACCPttσ,衛生管理基
準を満たすためのハード・ソフトの支援
(※回復期を見据え、販売先のニーズに応した対応の観点を新たに設け
る)

0地域住民が主体となつた集落B地域コミュニティの維持嗣活
―性化の推進【地域振興部】(1-卜 1)
伸新型コロナウイルス感染症を機に重要性が再認腺された「共
助」や「コミュニティ」による生活支援サービス(資物支援、移
動支援など)確保に向けた民間企業やNPO法人等との連携
や広壌的な展開、こCT等技術の活用 等

③産業や地域の活性化

ステム(SG)基地局の設置促進

ミ)



次期長崎県総合計画素窯脅子の概要  (R2.6月 )

の基本方向

基本

理念

基本理念を実現

するための3つの接
基本戦略

Ｉ
〕
Ｉ

①著者の県肉定着、逸埴で活躍する人材の

育成を目る

②移住対黛の充案、関係人口の幅広い活用

を推進する

①長崎県の未来を担う子ども、郷土を重する
人を育てる

④みんなで支えあう逸壊を朗る

②交蔵人囲を拡大し、海外の活力を取り込む

04域変化に対応し、一次産業を活性化する

②焔増の特徴や資源を着かし～
"や

お銀の
持てるまちを飼る

響宵て.― り編く
tλ

―
・

―

〉

1.― 口する人材

づくりの―

・R上

づくり

|

お づくりの後途

と

③安全安心で快道な地増を飼る

③人口減少に対応できる持儀可趣慮逸蟻を
飼る

3.夢鋳 量のあるまちi

紳 眸 酪
くを40搭携舎却,、おa韓

JL分■垣てきる社会づくり

に、活 霊できる社 会 の翼理

T戯と建ェえ看¢重選―

づくりの侵建

Ь入精 の百 虚・健保

Iのを横化

保・害 虚

↑ながさき しまの
働生プロジェクト

3=F幹緑 P■R美 'Pア」異

拡大フロシェクト

4健康長考働本一
フロシェクト

0ス マート社会
冥現フ回ジェクト

0人フ確l只・定着
フロジェクト

″受彗なら令を
百る

'ロ
シェクト

●

聾 する[体―  (り

1複く力を持 つた人村 家 リ

臣爵応した数百のとと

意 謳 長 の E「

の 藤

る心豊かな入村の百康

装づくり

0-桑 償 密

0おエ

卜膏 歳

⑬勝しい時代に対応した方強い産集を育てる

力ある
―

ちづくと

'。

鶴

0盈と,込み

0印はまち・ひと。しごとB生機含磯路
と共なの体系



基本戦略1-1
若者の県内定着、地域で活躍する人材の育成を図る

次期長崎県総合計画素素骨子の概要  (R2口 6月 )

基本戦略1-2
移住対策の充実、関係人口の幅広い活用を推進する

Ｉ
Ｐ
Ｏ
ｒ

く主な取組>
①将来を担う著者の就業支援と勘 的なH場づくりの促造
(新)・ 県民の県内就職への意識醸成

・高校生の県内就職の促進・支援

②大学と連携した地域が求める人材り育成と地元胞着の推進
(新)・ 県外大学生のリターン就職の促進・支援

・魅力ある。選ばれる県立大学づくり

③男女が惟用にかかわりなく個性と能力を発揮できる社会
づくり

(新)。 女性が活躍できる場の拡大と男女がともに働きやすぃ
環境づくり

(新)・ 女性のライフステージに応したキヤリア形成支援

④キヤリア教育の推進と企業を支える人材の育成・確保
(新),多様な人材確保 ※プ由フェッショナル人材活用促進等

⑤地増に密着した産業の担い手の確保・育成
・新規就農・就諜者の増大
・漁業の魅力や就業情報の発信と受入体制の強化

③医療・介題・福祉人材の育虜・確保
・介護 。福祉人材の育成・確保

②外四人材の活用による産業、地域の活性fヒ

(新)・ 外国人材の地域における活躍

③いつまでも樋殿 生遷を通して学び、活躍できる社会の実現
・健康長寿対策の推進

<主な取組>
③ながきき喜らしu=夕とン対策の推進
(新)・ さらなる移住促進のための相談・支援体制の充実 ~

(新)・ 効葉芦な橿鑽舞留
視点も幹まえた相談体制の連携強化等

|  ※UIターン月Jなど、ターゲットに応した効果的な情報
発信 等

甲 )・

君 縫 管
1活糊 曝 ぴ産業大本オ確保的 けた人本オ誘致

※大都市圏からの移住者確保にもつながる、地域での
起業(雇用拡充に対する支援

※地域おこし協力隊や移住者間のネットリークの構築等

②関係人口との変湾促造による地臨 力の向上、移儀者の経野
の歓

(新)・ ながさきとの関わりづくりと地域課題解決等の仕組み
づくり
※長崎フアンの獲得のための情報発信
※都市部人材の働き方の変化に対応したテレワークなど
の新たな視点での「しごと」づくり

※都市部企業等のテレワーク導入の拡大を踏まえた県内
の受入環境の整備促進、県内へのワーク・―ション等の
誘致 等       ~
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Ｉ
Ｐ
Ｐ
Ｉ

基本戦略1-3
長崎県の未来を担う子ども、郷土を愛する人を育てる

く主な取組>
①結婚、妊娠・出産から子育てまでの■貫した支援

(井斤)1財
流 毎 篇 1帝

dずする

=弾
呼 牛

②郷土を憂し、地域を支える心豊かな人材の育成
・ふるさと教育の推進

③安心して子育てできる環境づくり
。県民総ぐるみの子育て支援

④学力の向上と一人T人に対応した教育の推進
。「主体的・対話的で深い学び」等に対応した ICT沼用
の推進
※学習の基盤となる資質 。能力としてのプログラミング
を含む情報活用能力の育成 等

・魅力ある私立学校づくリ     ー

⑤グロー′uレ1ヒ社会を生き抜く力を持つた人材づくり
。小・中・高を通した外国語教育の充実

⑤安全 ,安心が確保された教育環境の整備
・安全で快適な学校施設の整備
。私立学校の耐震化の推進

②「地域みんなで子どもを育み、家庭教育を支援する」体制
づくり
。学校・家庭・地域の連携による地域の教育力の向上

基本戦略1-4
みんなで支えあう地域を創る

<主な取組>
①誰もが安心して暮らし、社会参加できる地域共生社会の推進

・社会的配慮を必要とする人たちへ必要な烹援を行う体制
づくり

。高齢者や障害者等が安心して暮らすための環境整備及び
支援                     |

・多様な主体による連携・協働の推進
。人権が尊重される社会づくり
・高齢者や子育て世帯、障がい者等に優しいまちづくり

②きめ細かな対応が必要な子どもと親への支援
i賞困に起因する問題を抱える子どもと茉見への支援
!ひとり親家庭の自立支援の推進     !
。総合的な児童虐待防止対策の推進
e社会的養護体制の充実
・ DV被害者への支援及びDVの予防
・障害のある子ども等への支援

※医療的ケア児の幼稚自・保育所 8認定こども園等への
受け入れ促進 等

・インクルーシブ教育システムの構築に向けた特別支援
教育の推進                ‐

。いしめや不登校など児童生徒が抱える問題等への総合的
な対策の推進

・三―卜やひきこもり等、社会生活を営む上で困難を有
する子ども・若者への支援
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基本戦略2-2
交流人口を拡大し、海外の活力を取り込む

基本戦略2-1
新しい時代に対応した力強い産業を育てる

次期長崎県総合計画素窯脅子の概要  (R286月 )

Ｉ
Ｐ
呻
「

<主な取組>,
①成長分野の新産業飼出・育成

・新たな基幹産業の創出 (海洋エネルギー関連産業等)

※事業誘致体制の強化及び商用化フィールドの導入促進
等

・新たな基幹産業の創出 (ロボット・loT関連産業)

(新 )・ 新たな基幹産業の倉l出 (航農機関連産業)

※中核企業の誘致 :育成 等
・高齢者社会に対応するヘルスクア関連産業の振興

(新)・ 県立大学情報セキュリティ産学共同研究マンター
(仮称)を活用した産業振興

※大学と企業による共同研究等連携の促進
※情報セキュリティ高度専門人材の育成 等

②スタートアツプの日出

(新)・ スタ守トアツプによる新サービスの創出

③霞造業・サービス産業の地増企業成長促進
・競争力の強化による製造業の振興

※今後成長が見込まれる分野における企業間連携による
事業拡大、生産性向上の取組支援 等

。規模拡大による製造業の振興
。観光関連産業等 (宿泊業・飲食業等)の振興
・事業承継及ぴ創業・起業の推進
:地域産業を支える企業等の成長促進

③職臨向、効果的な途業誘数の推進
。新たな基幹産業の創出や良質な雇用の場の創出に向けた
企業誘致の推進

<主な取れE>
①地域に新たな価値を付加する魅力ある観光ま4づくりの推進

・地域住民が主体となつて取り組も`魅力ある観光まちづく
りの推進   |
※高齢や障害の有無に関わらず、全てのスぃが楽しく安心
して観光できるユニパニサルツ■リズムの推進 等

(新)。 「食」のサービス提供の充実と発信、観光情報の訴求カ
向上
※「食と観光」の連携を図る市町等に対する支援の強化
等

・高付加価値化に取り組む観光事業者への支援
※宿泊施設のプロフェッショナル人材の育成 等

②県産呂のプランド化と
―(新)・ 県療品のブランド化の推進

※アンテナショップ「日本橋 長崎館」の受信 ↓発信機
能の強化 等

。海外需要を取り込むための県産品の輸出拡大
※新たに輸出に取り組む県内企業の掘り赳こしと関係
団体との連携による輸出相談体制の確立 等

③アジアをはじめとした海外活力の取り込み
・海外における本県の認知度及びプレゼンス.の向上

※東アジアをはじめ東南アジアや欧米豪八の情報発信と
疫好信頼関係の強化 等

・環境変化や市場動向を踏まえたインパウンド観光の推進
※東アジアをはじめ東南アジアや欧米豪力¬lらの外国人観
光客の誘客の拡大

※クルーズ客船の誘致と経済的な効果を高め薯取組 等



Ｉ
Ｐ
ω
ｌ

基本戦略2-3
環境変化に対応し、一次産業を活性化する

<主な取組>
①農林業の収益性の向上に向けた生産 ィ流通 ,販売対策の強化

・生産性の高い農本木業産地の育成
※革新的新技術の開発 等

・産地の維持拡大に必要な生産基盤の強化
・産地の維持拡大を支える加工 1流通・ 販声対策の強化 !

※本県農林産物の需要開拓に向けた国内外の販売対策の

強化 等

②漁業所得の向上と持続可能な生産体制の整備
・漁業者の経営力強化

※高精度な漁場予測等の情報を漁業者に配信すゃスマ〒

卜水産業の推進 等 ヽ

・水産資源の維持・増大のための適切な資源管理の推進■
漁場づくり

`生産・流通基盤の強化と漁村の賑わい創出に向けた浜の

環境整備
・異業種との連携による浜の活性化

※「釣り」を滞在型観光のツールとした魅力的な地域
ブルーツーリズムの構築 等

師):蓑握蓮鍵成麗鞍入などによ羞漁堪ム有効甚用等
・県産水産物の国内販売力の強化  |

※長崎県の魚基用店の利用促進による県産魚消費拡大等
・国外販売力の強化
・高度衛生管理に対応した体制の構築

基本戦略3-1
人口減少に対応できる持続可能な地域を創る

<主な取組>
①地域活動を行う多様な主体が支えあつ、持続可能な地域
づくりの推・造

(新)・ 地域住民が主体となつた集落・地域コミュニテイの

維持・活性化の推進
※生活支援サービス確保に向けた民間企業やNPO法人

等との連携や広域的な展開、 ICT等技術の活用 等

(新>県民と共に取り組む,pGsの推進

②地域の活力と魅力にあふれる巌山村づくり

(新)・ 農山村集落の維持

(新)・ 農山村地域全体で稼ぐ仕組みづくり

③地減の医療、介護等のサービス確保
・医療提供体制の構築

※地域医療や在宅医療等の推進に向けた総合診療医の養

成の促進 等

④離島・半島等のくらしと交流を支える地域公共交通の確保
・地域公共交通の経営安定とまちづくり、観光振興等の地

域戦略との連携の促進

⑤=CTを
活用した地域活性化と行誨沼営の効率化

(新)・ Sodety5.0実現に向けた推進体制の構築
・地域を支える情報通信基盤の整備促進

⑥持続可能なインフラの整備及び利活用

(新)・ 民間資金、遊体資産の活用



基本戦略3-2
地域の特徴や資源を活かし、夢や希艶の持てるまちを創る

次期晨崎県総合計画素素脅子の概要  (R2.6月 )

基本戦略3-3
安全安心で快適な地域を創る

Ｉ
Ｐ
ト
ー

<主期 阻>
①人流・糊流を支える交通ネットワークの峰立

・航空路線の拡充と長崎空港の運用時間延長
・高規格幹線道路 ,地域高規格道路の整備による高速交通
ネットワークの構築

②九州新韓線西九州ルートの整情と開業効県の拡大
(新)。 新幹線開業に向けたアクションプランの推進

③持繊可鶴で魅力ある都市 e地域づくり
。特定復合観光施設 (IR)区域の整備
。長崎市中央部のグランドデザイン
・県庁舎跡地整備の推進

(新)・ IRの整備や新幹線の開業等を見据えた大村湾周辺地域の
活性化
※MaaSをはじめとする新たなモビリティサービス導入
の推進 、等

④しまや半島など地慨活性化の推進
。しまの資源を活かした地域活性化

(新)|九州各県等との連携による取組推進

(新 )。 広域連携の推進による県北地域の活性化

(新)・ 地域振興のための自然資源の活用

⑤特色ある文化資源・スポエツによる地
―

L
・歴史や文化芸術による地域活性化

③田際麦湾の推進と平和発信
。核兵器のない平和な世界の実現に向けた発信

く主な取組>
①狙罪や鏡 軸 のない安全・宝心なまちづくりの推進
(新)・ 安全・安心を実感できる社会づくりの推進

※広報啓発・防犯カメラの効果的活用:こよる子供・女
性・高齢者等を守る総合的な犯罪予防対策の推進 等

(新)・ サィパー空間の安全確保に向けた対策の推進

②食品の安全・安心の確保と消質生活の安定・向上
・食品の高い安全性の確保
・高齢者等の消費者トラブルの未然防止・拡大防止

③災書に強く、命を守る強靱な地域づくり
・総合的な防災、危機管理体制の構築
・防災・減災対策のための国土強靱化の推進

④豊かできれいな海づくり,くらしやすし咄 づくりの推進
。廃棄物の4Rと適正処理の推進

(新)・ プラスチックごみ対策の推進

③快適で低炭素なライフスタイルの普及
・節電や省エネルギニ等の取組推進
・気候変動への適応策の更なる推進

③人と自然が共生する持繊可能な地媛づくり
・生物多様性の保全

(新)・ 多様な主体による参画   |
※行政、民間、NPO等による生物多様性保全活動に
対する支援制度の充実 等

1                             14



＝
Ｐ
り
１

対罵地域

地
い今後の地域づくりの指針として、地域の特徴的な取組の

方向性を示す地域別計画を策定。   |

基本的な考え方
・人口減少や2040年問題などの課題解決に向け、市町と

の連携を重視
・県民が夢や希望を持てる将来像を盛り込みながら、特
色ある地域づくりを推進

い総合戦略との整合性を図り、地域の主体性を打ち出せ

る数値目標を設定

計目の構成

島原半島地域

県北地域 五島地域

15

地域づくり

の方向性
地域のめざす姿

数値目標
(新 )

近未来像

地域の特性
地域の課題

長崎・ 西彼地域 県央地域

壱岐地域

②アジア・国際戦BSヽ

ロアジアをはじめとした海外の活力を取り込み、本県経済の
活性化を目指す。

①ながさき しまの創生プロジェクト
tまの地域資源を最大限に活かし、産業活性化、交流人口

拡大、社会減の改善などを図る

③新幹線関業効果拡大プロジェクト
ロ新幹線駅周辺をにぎわいの拠点とするとともに、開業効果

を県内全域及び西九州地域に及ぼす。

④健康長寿日本―プロジェクト
B人生100年時代を迎える中、県民誰もがより長く元気に活躍
できる県づくりを進める。

⑤スマート社会実現プロジェクト
BIoT、 ビッグデータ、人工知能 (Al)、 ロボット等の先端技術を

活用した地域課題解決や地域経済活性化を目指す。

⑦受害から命を會るプロジェクト
ロ自然災害に対するハード対策とソフト対策の工体的推進等

を図り、風水害J地震などによる死者数0人を目指す。

⑥人材確保・定着プロジェクト
日良質な雇用の場の拡大、多様な人材の活躍を図るとともに、

県内産業の活性化を目指す。

一＜一＞ 政策横断プロジェクト

次期長崎県総合計画素素脅子の概要  (R2口 6月 )
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長崎県総合計画(仮 )

(素案骨子)

(キャッチフレーズ)

県良の皆様が「ともに長崎をより良くしよう」という思いを

抱し`そいけるょうなキャ
iう

チフレーズを◆後検討

令和 2年 6月
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計画の策定にあたって 帯

将来ビジョン 4

計画の基本理念 ４

　

５

11本県の課題

.本
県の強み

指標でみる長崎県の強みと特ミ
′
今後 10年の主な出来事

政策展開の基本方向

基本戦略

政策横断プロジェク ト

時代の潮流

地域別計画 上

14

18

21

22

24

100

105

政策・戦略 22

計画の実現に向けた基本姿勢 114
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計画の策定にあたちて

1甲 計画策定の緯旨
:これから2040年頃にかけて、全国的に人口の減少や少手高齢化、インフラの老朽化、

地域コミュ三ティの衰遅といつた手れまとに経験したことのない祥会の大吉4変化

が予測されています。
        コ減少が進行するなど様々な課題が見込まれる本県モも全国より速ぃスピードで人F

ことからて時代の変化を的確に捉え〔今から行ちておくべき取組を着実に進めていく

必要があります。
本県はこれまで、「長崎県総合計画 (平成23年度～平成27年度)」 、「長崎県総合計

画チヤレンジ2020(平成28年度～令和 2年度)」 等の計画を策定しt様々な取組を行

うことでより良い長崎県づくり女進めてきました。

取組によつて、移住者の増加や企業誘致による雇用倉1出 など幅広い成果につながつ

ていますが、本県をとりまく社会経済情勢は大きく変化しているとともに、将来に様々

な課題が予想され、ヨ|き続き県民と一緒になうて長崎の未来を切り拓いていく必要が

あります。
             手ょぅな将来像を示しながら長期的な視点で計県民がふるさと長崎県を誇りに思え梶

歯的に長1崎県づくりを進めていくため、今後の県政運営の指針や考え方を県民にわか

りやす(示 した総合計画を策定します。

2.計画の特徴、役割
′o計画は県政の基本的な方向性を示すものとし、1産業壼環境巨福祉など各分野の計画

や事業立案の基本とします9    
と進携しながら、「総合力」を驀集して実I見にO県民や地域、団体t大学、企業など

取り組む計画とします。

6分かりやすい目標値の設定や成果の検証の手法t計画の実現に向けた事業推■の仕

組みを組み込みます。

o人口減少対策の方向性を示した「長崎県まちEひとFし ごと創生総合戦略」と政策

の整合性を確保しt体系を共通化して、一体的な推岸を図ります。

3.計画の期間      t
本計画は、10年後の本県の将来像を見据え、5年間の政策の方向性を戦田各的に示す

もあとし、計画期間は令和 3年度か ら令れ 7年度までの 5年間とします。

2040年頃にかけて、人口構造の変化や SOCiety5.0の 進展など暮らしや社会の大き

な変化が予想され、全国に先駆けて人口減少社会が到来する本県の状況を踏まえ、「長

崎県 2640年研究会」を設置 して本呆が将来直面す る課題やそれに対する対応の方向性

について議論したところであり、より先の未来も見通しながら施策を展開します。

1
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4.計画の視点や方向性

計画の策定や施策の推進にあたっては、以下の視点や方向性を重視 します。

ニロ兵爵が夢や希望を持てる将来像の発個 (大きく変わるまちや産業)

本県の未来を大きく変えるまちづくりや産業づくりが進んでいきます。若者をはじめ県
民が夢や希望を持てる将来像を積極的に盛り込み、県民が誇りに感じ、ともに長崎県を
より良いものにしていこうと考えられるような計画とします。

2.人口減少対策の強化と県民との意識共有

人目減少に歯止めがかからない現状を踏まえ、若者の県内定着、県外転出後のUタ ーシ
対策等の強化を図るとともに、県民と意識を共有するための取組を推進します。特に、
計画の策定にあたっては、次代を担う若者世代の意見を積極的に聴取しております。

3「 人口減少社会への対応などの将来見通しを踏まえた施策の推進
10～ 20年後の本県の姿を見通 し、ぞこから逆算 して今から取り組む必要のある施策に
積極的に取り組みます。

5 SDGsの 反映

世界的に取り組む持続可能な開発目標であるSDGsの理念は本県の施策を進めて
いく上でも重要な観点であり、SDGsの理念を踏まえながら計画を策定・推進しま
す。

2

連携・協口の重視 (庁内、庁外)

市町、民間、大学等とめ連携、協働を重視します。また、新幹線の開業、 IRの誘致
など本県にとって重要な大型プロジェクトが本格的に動き出すことから、庁内の連携
を図り、事業効果を高めていきます。

4B

DGsに 1つい
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次期総合計画の構成

策定の趣旨や計画の特徴、役割等を明らかにしま

す。計画の策定にあたつて

県民の皆様が「ともに長崎をより良くしよう」といつ昼
いを抱いていただけるようなキャッチフレーズを作成

します。
キャサチフレエズ

今後10年間をめどに長崎県がめざす姿とそれを実

現するための基本的考え方を示します。

長崎県を取り巻く社会経済情勢、今後10年に予定

されている出来事、本県の課題や強みを明らかにし

ます。
また、県民が夢や希望を持てるような近未来像を

示します。

◇計画の基本理念

◇時代の潮流
◇本県の課題
◇本県の強み ,

◇今後の10年

◇本県の近未来像

「まち口ひと日しごと創生総合戦略」と整合性を持つた

政策体系を示します。◇政策展開の基本方向

各分野の取組の方向性とそれに沿つた具体的な取

組について示します。◇基本戦略
守

長崎県の強みや取り巻く情勢を踏まえた長崎ならで

はの戦略的な取組を横断的に展開します。◇政策積断プロジエクト
I

各地域において今後取り組むべき方向性について

示します。◇地増別計画

計画の実現に向けて取り組む際の県の基本姿勢に

ついて示します計画実現に向けた基本姿勢

将
来
ビ
ジ
ョ
ン

3
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基本理念

将来ビジョン

O人が活躍し支えあう

o産業が育右活力を生む

O地域がつながり安心が広がる

人・産業・地域を結び、新たな時祭を生き抜く力強い長崎県づくり

O前総合計画では、「人、産業、地域が輝 くたくましい長崎県づくり」に向
け、県民の皆様と共に取 り組み、移住者の増加、企業誘致や新たな基幹
産業の創出等による雇用者数の増、世界遺産の登録やまちづくりの進晨
など、二定の成果につながっています。しかしながら、本県を取 り巻 く
状況は、歯止めがかからない人口減少や、全国よりも早いスど守ドモ進
む少子高齢化など、弓|き続き厳しい状況にあります。

0また、新型コロナウイルス感染症がt県民の健康や安全 J安心の確保、
そして県内経済に大きな影響を及ぼしており、改めて、人、産業、地域が
しつかりとそれぞれの役割を異たし相互に連携 B協働しながら、この危機
を乗り越え、長崎県の活性化につなげることが重要になっています。

Oそのためには、本県の将来を担い活躍していただく人材を育て、共に支
えあう祥会をつくるとともに、それIF伴って新たな基幹産業や活力のある
産業が育ち、県内に活力を生み出し、さらにそうした支えあいや活力が基
盤となって、地域に強いつながりをもたらし、地域での暮らしに安心を生
んでいく、長崎県の姿を目指していくことが大切です。

O一方で、本県では〔今後、長年の悲願である新幹線の関業や IRの誘欺
をはじめとして、県内各地で様々な大規模プロジェクトゃまちづくりの事
業が進展し、まちの倖まいが大きく変化する、100年に∵度のチャンス
を迎えています。

O本県においては、これからの5年間、県民の皆様と思いを共有し、直面す
る様々な課題を解決し難局を乗り越えていくとともに、変化をチャンスと
捉え新たな取組にチャレンジしながら、県民の皆様と共に新たな時代を生
き抜いていく、力s会 い長崎県づくりに取り組みます。

4
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4翼子 ビジ ョ ン

人□減少や少子高齢化の進行、新型甲回すウイルス感染症の影響など本県を取り巻く社会

経済騰勢は近年大きく変イとしており、2(MЮ 年頃にかけて、労l動力不足や地域経済の縮小、

インフラの老朽化など様プマな影響が懸念されます。また、S∝的 5.0の実硯や、持続可能な

社会の構築が求められています。県内においては、これから新幹線の開業や IRの誘致など、

本県の未来を大きく変える新たなまちづくりが進行していくことから、そうした潮流を見据

えながら施策を実行していく跡要があります。

Ⅲ

5

時代の潮流 (本県を取り巻く社会経済情勢)

E我が国の人口は、2010年の 1億 2!806万人を

少し、2053年には 1億人を割り込むものと予

ピTク に減少局面に入り、2040年には 1億 1,092万人に減

測されている。(国立社会保障 。人口問題研究所の2017年

中位推計)

。生産年齢人口 (15年64歳)は、1995年の8,726万人をピークに減少し、2040年にはも,978万人 (全体の

53.90/o)に減少すると予測されている。一方、高齢者人口 (65歳以上)は増加を続け、2040年の 31921

万人をピ‐クに減少に転じるものの、その割合は上昇を続け、2060年には38%を超える水準まで高まる

と推計されている。

日本県は、議島 E半島地域を多く抱える中、人口減少や少子高齢化が全国よりも早く進んでいる。本県の

人口は、1960年の176万人をピークに減少しており、2015年には約 137万 7千人となり、このまま推移

すると、2040年には105万 4千人に減少する見込みである。

日本巣の高齢者入由は～歯ょりも15年早い2625午頃にピークを迎え、2040年頃には、生産年齢人口が県

人口の5害とを切ることが予測されている。

・本県の人由動態をみると、自然動態 (出生数―死亡数)は、2002年には死亡数が出生数を上回り、全国

よりも早く自然減が始まつている。社会動態 (転入数二転出数)は、転出招渦 (社会減)が常態化して

おり、その大半を若年者で占めている。.のように、本県の人口減少は、県全体として自然減と社会減

の両面で進んでいるが、一方では、有人国境離島法に基づく各種施策等により、一部の離島地域におい

て社会減が改善している状況もみられる。

・若者の受けIlllとなる魅力飩声潤動く場の倉」出や交流人□の拡大

・県震が希望する緻 鼠 段王娠・出産(子言 tを実呪できる環境堅備

・地域を支え自ら行動することができる人本オの育成

・者8市匿lア〕`らの∪ターン就潮促進

・人□減少に伴う期動力不足を諮まえた高齢者、女l,生などの多様な人本オの渚躍促進

,人生 1∞年時代に対応した健康寿命の延伸

。高齢者等の観光客受入拡大のためのユニパニサルツーリズムの推進    (

弾 撤
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(3)暮らしやネ止虫・・を大きく変えるSoci説拇iOの実現

( ) 価値観 フ イ タイ 多様化や新 生ヽ活様式の広がり2 フス ル の ιし

◆多4羨声ぶl動き方を踏まえたワーク・ライフ・バランスの推進

・新たな感染症の影響も契4幾と嵌 l動きんなどにおける新たな生港様式を推進
・関係人□の創出、拡大による適カアップ

・地域F日目競争を踏まえた移住対策の充実
。多様化するライフスタィサИこ対略できる保育環境の整備

・都市匿lの IT企業等や人本オの誘致に向けたテレワークやヮーケーション等の受入環境整備

鱒 縁

零社会経済情勢の変化Iこより、人々の価値観 ロライフスタイルが多様化している。また、新型コロナウイ
ルス感染症により、県民生活や地域経済に多大な影響が生じる中、感染症対策を行いながら社会経済活
蓬れ存待 ,、 T,、 ど軒 1:、と 妥 鮭 寸 ムヾ → ム ェ坊 ァ :、 z.～

“
ヒ :J ‐ ヽ ψ  ヽ T′ :― V _Lア ■r,■、.い ′ヽご ′aヽ い夕つ 4し ヽ ψ 'Rジ 。

・ ITの発達(新型コロナウイジと′ス感染症の影響により、産業構造や就業形態が大きく変化し、テレワー
クなど時間や場所にとらわれない働き方の普及加速や定型的な業務へのAIの活用等がみられる。

・少子高齢化などに伴う労働力不足を背景として、高齢者や女性など多様な人材の活躍が期待される中、
l動吉方に対する意識にも変化がみられるとともに、長時間労働の是正などの制度改正も行われるなど、
様 な々ライフスタイルやライフステージに合わせて多様で柔軟な働き方が選択できるようなワエク・ラ
イフロバランスの推進が重要度を増している。

日働き方や結婚・子育て等にういての考え方や価値観は人それぞれであり、それぞれが尊重され、個性と
能力を十分に発揮し、生きがいが感じられる社会の実現が求められる。

3近年、若い世代を中心に都市部から農山漁村などの過疎地域等へ移住しようとする「田薗回帰どの志向
が高まっている。

Ⅲ

政
Aと 、IoT、 ロボット、ビッグデータなど、第4次産業革命と呼ばれる新たな技術革新が、これまで手なし

スピードで進んでおり、私たちの生活や社会のあり方が大きく変1と していく。
・生産年齢人口の減少が進む中、AIや IoT、 ロボットなどの活用により、労働力不足の解消に寄与する反
面、lT人材の育成が求められる。(今後、IT人材不足が深亥1化する見通しがある)

と我が国では、これらの先端技術をあらゆる産業や社会生活に取り入れ、経済発展と社会的課題の解決を
両立していくSociety5.0の実現を目指している。

・Society5.0の実現により、自動運転、遠隔診療、キャッシュレス決済、シェアリングエコノミーなど、
人口減少 コ少子高齢化によって生じる社会課題の解決、生産性向上や新産業創出など産業の競争力強化
につながる。

与

6

・ AI・ iOT等、成長が見込まれる分野における新たな産業振興

・先端技術を活用できる人本オ育成  ―

。先端技術の)舌用による担い手不足等の課題解決

・ ICT等を)苫用した地賊活il生化のための情報通信基盤の整備
ilCT等を活用した効率的なインフラの維持管理

弾 縁
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・ ICTの発達や貿易の自由化等により、人 "物 日情報等が国境を越えて自

一′均レ化が爆 している。
L百本の貿易額は輸出入ともにアジアを中心に拡大しており_、 日本企業の海外展開先としてもアジアが圧

倒的なシェア (7割)を占めている。本県経済の活性化に向けt経済成長の著しいアジア諸国を中心と

した海外活力を取り込む必要がある。
日全国的に訪日外国人旅行者、観光消費額ともに増加している。一部では政治的リスクの影響もみられる

が、誘客ターゲットの多様イ

“

を図りなが1旺盛なインバウンド需要を取り込み、地域経済の活性化につ

なげていく必要がある。

由に移動する、経済的なグロ

Ⅲ 。本県の認矢□度及びプレゼンスの向上

・インバウンド観光の拡大

・県産品の輸出及び消費拡木

・グロニノWレイヒlこ輔応した人本オの育成

・九州各県との連携による誘客効果芋庁ム太

・国内の外国人労l動者lよ急増しており、2018年には146万人と、10

3倍に増加している。また、就業者全体に占める外国人労働者の割合も 0,80/0か ら2.20/oへと上昇してい

る。

口2019年4月 から新たな在留資格「特定枝能」力靖1設され、人手不足に対応するため、外国人を受け入れ

ていく仕組みが構築された。

日国では、「外国人材の受入れ H共生のための総合中村応策」において、新たな外国人材受入れに対する地

域の受入れ環境整備等を支援 しt地域の持続的発展につなげるための取組の支援などを行つており、本

県においても外国人材の活用に向けた検討が行われている。

年前の 2008年の約 49万人と比べて、

・外国人力働者の受入促進

・外国人本オを受け入れる社会基盤の整備

・留学生の県内就職支援

鱒 撤

7
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り

ジ

6( ) 本県の未来 くを大き く づや産業 りく の進展
I 1船∝(新幹線、 R、 エ トク の鰯

、 IRの誘致、県庁舎跡地の整備、民間事業者による長崎スタジアム
シテイプ甲ジエクトなど、長崎県の未来を大きく変えるプロジェクトが時を同じくして進んでいる。こ
の又とないチャンスを上也域の活性化に確実に結びつけ、県民が夢や希望を持てる長崎県づくりを実現し
ていくことが期待される。

・造船業に次ぐ新たな基幹産業の創出を目指し、海洋エネルギー関連産業、ロボット・ IOT関連産業、
航空機関連産業の3分野において、今後

｀
16年間の道標となるロー ドマップを策定し、各分野のクラスタ

ー協議会を中心に専門人材の育成やサプライチェーンの構築を推進しており、新しい成長産業として育
つていくことが期待される。

'新たな基幹産業として期待される海洋エネルギー関連産業に関し、再エネ海域和1用法における促進区域
に本県海域が指定されている。(全国初)

JfT企業の研究開発拠点の立地が進み始めている。

新幹線の開業や新駅周辺の再整備

Ⅲ ・市電、民間、大学等との連携・協岡によるプ囲ジェクトの効果の向上

・新たな基幹産業の創出による雇用の場の確保

・地朝産業を支える地場企業の信力81忌百値向上

・産学共同研究の拠点整備

・父流入Elの拡大による地朝潜陛1ヒ

・父通アクセスの3餌ヒ

( ) 持続可能な開発、発展
^の

意識の高まり (SDQs )
7

・2015年 9月の国連サミットで、2030年に向けて国際社会全体が取り組むべき普遍的な目標として「持続
可能な開発目標 (SDGs)」 が採択された。sDGsは、「誰一人取り残さない」社会の実現を目指し、
経済、社会及び環境をめぐる広範な課題に対して総合的に取り組むこととしている。

L我が国においても、内閣総理大臣を本部長とする「SDGs推進本部」を設置し、「あらゆる人々の活躍
の推進」や「健康・長寿の達成」など3つの優先課題を掲げt『持続可能で強単舜、そして誰一人取り残さ
ない、経済、社会t環境の統合的向上が実現された未来への先駆者を目指す」こととしており、地方自治
体の各種計画にSDGsの要素を最大限反映することが奨励されている。

・SDGsの「持続可能で、誰一人取り残さない」社会の実現という理念は、本県が進めてきた各取組と方
向性が重なるものであり、本県がこれからも発展し続tするために重要な視点であるため、SDGsの達成
に向けた取組を推進していくことが求められる。

8

・SDGsの I堅念を踏まえた政策の構築と展P弄日
・関係機関と連携したSDGsの 普及・啓発

・各種計画にSDGsの 要素を反恩央
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地球温暖イヒの原因で ある温室効果ガス の 県内排出量は、近年 減少傾向 あるんヾ 、世界全体での取組で

ある「 ′ミジ協定」 こ基づき 今世紀後半 こ掃事効果ガスの実質排出をゼ するため 内全体におし

ても、今後、更なる削減が必要モある。

・気候変動に祥い、既に県内においても暴常気家 (蒙雨、台風、
i猛

暑等)力M曽力口し〔県民年活や経済活動

に影響を与えている。

日自然に対する行き過ぎた開発や利用
B管理不足、人間により持ち込まれた外来生物や地球温暖化といつ

た生物多様性の危機により、暮らしを支える森里川海とそのつながりの荒廃が進んでおり〔その結果、

生態系サービスの低下を招いている。

日外国由来のプラスチックごみ等が、毎年、多量に漂着している。

日東日本大震災以降も12016年の熊本地震、2018年の大阪北部地震や北海道胆振 (いぶり)東部地震等の

地震災害や、2017年の九州北部蒙雨、2018年の西日本豪雨、2019年の令和元年束日本台風 (台風19号 )

災害等、多発する台風や集中募雨による洪本や土砂災害等、様々な自然災害が毎年のように国内各地で

発生し、甚大な被害を受けており、自然栄害に対する脅威が高まっている。

日地球温暖花の影響により災害の激甚化が進む中にあつて、人口減少や高齢1ヒにより要配慮者を支えてい

くことが困難になる地域が増加するこ|が懸念される。

日本県は再れまで雲仙善賢岳噴火業害等々経験|ており、その教訓を年かし、平時から有事に対する備え

を行うとともに、自主防災組織や消防回、消防をはじあとする行政など、色助 B共功 :公助が適切に違

携し1板害の軽減や迅速な復旧復興が図られる社会を構築していくことが求められる。(′ 、rド整備とソ

ラト対策を適切に組み合わせセ効果由な防栞対策に取り組んでいく必要があると)
日高度成長期以降に整備された大量のインフラのを朽化が進み、更新時期が集中じ、増大するインフラの

更新費用を捻出できない恐れがある。

・頻発 !激甚イヒする自然災害を踏まえた防災・減災対策t国土強靱イヒの推進

・県民との防災意識の共有

・インフラの戦巴納包声ぶ禾」適用・維持管理 1更新等の推進

b資源循環型の社会づくり

政策展開の視点

9
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・県内の治安情勢として、刑法犯認知件数は減少傾向にあるものの、高額な被害を伴う悲惨な特殊詐欺事
件が後を絶たなもヽ上、ストと力Tや DVの認知件数は高止まりの状況にあり、また、サイパーJ巴罪の検
挙件数や児童産待の通告児蓮数は増加傾向にある。
日また、交通事故による年間死者数は減少傾向にあるものの1高齢運転着ん功田害者となった死亡事故件数
の割合が他の世代と比べて相対的に高い傾向等にある。

日高齢の親と無業のひきこもり状態にある50代の子とが同居している世帯 (いわゆる「8050問題』)等、
高齢1となどにより世帯が抱える問題が複雑化顧多様化している。

'新たな感染症 (新型コロチウイルス)の世界、自内における感染拡大により、県民の健康が脅かされ、
県民生活や地域経済への大きな影響と社会不安をもたらしている。

101

=28-

・犯罪や交通事故のないまうづくり
。         1也 域で暮らし続けられる環魔整鱚

・県内で幻饉・安全に馨らすことができる社会づくり     '
・新たな職染庭をはじめとした健康級審に対する健康危機管理の推進

・新たな感染症による県民生活や地矧経済への影響の最小化

・新型コロすウィルス感染庭拡大収束後のと'色1疎蒻朝舌性化 (ピンチからチャンスヘ反転攻勢)

政策展開の視点



本県の課題

本県では、これまで様ノマな施策に取り組み、移住者の増カロや企業誘致など様ノマな成果につ

ながつています。引き続き残された課題に向き合いながら適切な施策を実行していきま現

(1)全国より深刻な人口減少、]卜再li喜硝幹鷲ヒ

中、人口減少や少子高齢化が全国よりも早く進んでいる。

しごと創生総合戦略」を策定し、人口減少対策に注力したものの、

依然として人口減少に歯止めがかかつておらず―界下のような課題がみられると

〔具体的な課題〕

L企業誘致等による雇用倉1出が図られたものの、それが人口減少の改善に結びついていない。

口大学新卒者の県内就職率に目立ちた改善が見られず、依然として低水準に留まつている。

・若年層の県内就職の促進、県内企業等の人材確保や採用力強化あ取組、社会全体で結婚日子育てを支

援する環境づくりなどの面で、民間企業や県民を含めた意識共有が不星している。

I近年、特に女性の転出超過が拡大傾向にある
P

E合計特殊出生率は高い水準にあるが、伸び脳みの状況にある。

七本県は、離島 ,半島地域を多く抱える

日2015年に、「第1期長崎県まちコひとH

。若者の受け皿と懸る魅力的釈到く場の創出や交流人口の拡大

・県異が希望する結婚、妊娠 P出産、子育てを実閾できる環境整備

・地頭を支え自ら行動することができる人材の育成     !
と雇用倉」出効集を人□融)の抑制につなげるための「しごと」と「ひと」のマッチン研足進

・産業人材確保の視点も踏まえた潮主対策の充実

・都市固からの∪ターン就職促進

・県民の県内就職への意識醸成

`人
□減少に伴う力慟力不足を踏まえた高齢者、女性などの夕夕本叢な人本オの活躍推進

・人生 1∞ 年時代に苅応した健康寿命の延伸

効 籐

長年低迷す 県民所得りた人当る2( 〉

全国順位は近年、40位台で推移している。

るなど改善の兆しが見える|のの、257万円。3年連続で増加す
“2017年度の一人当たり県民所得は、約

・各産業分野における力強い産業を育てる日理 の推進

・良質な雇用の創出による若者等の定着促進

・新産業の倉」出、矢□識集約型産業の育成

・先端技術の活用による生産l性向上

螂 嚇

11
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) 蟻 力の低下 (担b 手ヽ不足、 下等)
3(

人口減少や少子高齢1ヒ よ り 地域の住民活動の担t 手ヽの減少が進んで し る 集落の維持が困難な地域
が生 自

、`ム△
′ロムじ 消防団等で実施 して しヽ た機能が弱くなるととも | 見守 り体制力嗚島体イとし 防芽Rヽ 隣

体需1災 も低下する恐れがある また地域の伝統行事、芸能文化等の衰退 断絶が懸念される
空さ地や耕作放棄地の増加 よ り 迪切な管理がなされず |こ災害の危険性が増加すると とも 空 き家|

老朽1ヒ等|の よる倒壊などが発生する恐れがある。
H公共交通の利用者の減少により、鉄道や乗合バスの減便や路線の廃止が進み、日常生活に必要な路線の
維持・確保が困難となる恐れがある。

L多 くの半島、離島を有しており、地方部を中心に高速交通ネットヮークから取り残されている地域では、
地域活力が低下していく恐れがある。

・人□減少による1』或)苫動の低下を見芋居えた集落維持対策

・消防国 。自主碗受組織の活動の充実報 ヒ

・関係人□の創出、拡大による港カアップ

・よ〕似或の担い手憑雀保に自けた移住の促進

・地朝力の維持・3釘しに箆けた地域タトん`らの人本オの積趣的な活用
・利用者の減少を見据えた交通ネットヮ‐ク対策
。人流や物流を支える高速交通ネットワークの確立

・2017年度の「有人国境離島落」施行後は、雇用機会拡充事業など、しまの人目減少対策を強力に推進す
るために創設された国の支援制度の活用により、社会減の改善など具体的な成果が現れているものの、
人口減少や地域の衰退といった危機は深刻であり、全国―の離島県として離島地域の振興は最重要課題
の一つである。

・離島地域は我が国の領域、排他的経済水域の保全や「癒しの空間」の提供、食料の安定的な供給など国
家的・国民的に重要な役害Jを果たしており、地域の衰退が進めば役割を果たせなくなる恐れがある。

こ離島地域 |

120 5 年か 2040ち ま年 の人で 口 ベ増減津の推計では、 ヽ県内す の市町でて 人口減少が予想 れさ して るんミ、特
n! ! ∫T 率が大鍼 少 /

ヽ
キ
C

サ
=▼〔〕ヽ

:イ
ヽ

Z
0

・有人国境離島法関連施策の積極的な適用

・ しまの資源を活かした地域活性f色

・ iCT等先端技術の温罵による地理的木判牛不禾」の克眼

的 撤

12
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本県は、県税などの 自主財源 I こ乏 し 歳入の多 を地方交付税や国庫支出金 | 依存 して しヽ る また、

近年、義務的経費等の歳出力難曽加する一方、県税や地方奈付税などの歳入の伸ぴが れ Iこ追 し` 1)し て お

19ず 財源調整のための基金残高が 201 7 年度末で 239 億円と ピ ク時である 2002 年度の半分以下

財ヽ政状況となまで減少 して しヽ る よか、将来の公債費の高止ま りの lジ ス クが見込まれるなど 厳 しし つ て

い る 。

i限られた財源の中での施策の見直町 重点イヒ ー

P産業の振興や移住対策等の税源涵養につながる施策の展開

・AI・ lδ下の活用等による自治体業務の効率イヒ、共通イし、広賊イヒ

・財政状況の広報・周矢日による住民の意識醸成

政策展F芳写の視点

一

一

変化している。     i        ― ―

口海岸線が長く海洋県である本県において、海洋プラスチツクごみ問題が深刻化している。

台風の大規模化、気候変動の影響に

りのため

る )えを超れ、:9 本県の過去の災害激甚化がみ災害の頻発りよ
環境く も取を 巻りられる 農業水産業やよ 災害への対応が求め ほかそス てつ るヽしク ま力塙

・気候変動への適応策のさらなる推進

・県民との意識共有・効果的な1盲報発信

13
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本県の強み

夢や希望を持てる長崎県づくりを進めるために、本県が持つ強みやポテンシャル、そして
チャンスを積極的に活かしていく%要がありますを

B新幹線のP,手弓業や新駅周辺の再整備
シティプロジェク トなど、長崎県

、 IRの誘致、県庁舎跡地の整備、民間事業者による長崎スタジアム
の未来を大きく変えるプロジェクトが時を同じくして進んでいる。こ

の又とないチャンスを地域の活性化に確実に結びつけ、県民が夢や希望を感じる長崎県づくりを実現し
ていくことが期待される。

(1)本県の未来を大きく変える新たなまちづくりの進展
(新幹線、lR、 腑lCEなど複数の大型プロジェクトの齢

・ 8月るい近未来像を県民と共有
◆市町、民F匂]、 大学等との連焼・協働によるプ伍lジェクトの効果の筒上
。九州各県との連撓による誘審効果拡大

・交流人国の拡大による主也域活性化

・交通アクセスの強lヒ

鞠 の視点

(2)新しじヽ成長産業の葬 (海洋エネジレギー閥速、 ボ ト 1 OT 醐 D日 ツ

a造船業に次ぐ新たな基幹産業の創出を目指し、海洋エネルギー関連産業、ロボット・ IOT関連産業、
航空機関連産業の3分録において、今後 10年間の道標士なる日―ドマップを策定し、各分野のクラスタ
ー協議会を中心に専門人材の育成やサプライチェーンの構築を推進しており、新しい成長産業として育
っていくことが期待される。

日本県をぶ表する基幹産業である造船関連産業で高い技術力が培われている。
。新たな基幹産業として期待される海洋エネルギニ関連産業に関し、再エネ溝域利用法における促進区域
に本県海域が指定されている。(全国初)

14

・新たな基幹産業の制出による屋
~用

の場の確保

・地域産業を支える地場企業のイご加l面値筒上

鱒 縁
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全国的 I I T 人材の不 足が深刻化すると予測され る中 201 6 年 I 長崎県立大学が日本初の情報セキ ユ
1)

高度な専門技術こ長崎大学力剌〒華限データ科学部を開設するなど 本県 I お しヽ て
ア イ学科を開設、2020 年十

を有する情報系人材の育成が進んで し く

本県の人材育成カを背景 | I T 企業の研究開発拠点の立地が進み始めて しヽ る

本県の美 自然や吉 か の海外との交流 | よ つ て築き上げてきた歴史や文イヒなどへの理解を深める
しし 19

とで 心、るさと長崎 |こ愛着と誇 りを持つ人材を育む教育を艇 して し る 若者の転出力壻果題となる中

「将来 |よ長崎のため | こ専門分野
高校生との意見交換 | おし て は 「長崎が好きで 長崎 | こ残 ろ つ と思 つ 」

で貢献 した しヽ 。」 とし つ た意見も出されるなど 郷土愛を持つ人材が着実 | 育 つ て しヽ る

・ 企業誘致による雇用の場の確イ呆

・ 産学共同研究a央几案整備          :

・先端技術を渚用できる人械育成

・地域を支え自ら行動することができる人材の育成

政策腰踊の視点

・都市部と比べ、生活コストが安いことから(経済面で収支バランスを見ると暮らしやすい。

こ暮」ヽ」ヽこ生活で
きで「 で安心ら 」る麟 せ 「安全ししし や さ「 し 「高齢者 |子育てるき 」「快適で便和

等 )さ生率の高 さ犯罪率の低合計特殊出候、(快適な気が るしら さ あやすな暮的ど総合な」る

・地頭F日]競多を踏まえた移住対策の充実

・若者の県内定香推進

・企業誘致による雇用の陽の確保

・県民の理解の促進

政策展調の視点

15
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(o) だ業しく豊かな自然
a本県は、五島列島、壱岐、対馬など

之h刀 l η01夕hn L△ 回 螢 r)Jと _4フ
11」 帝〕 [′ υr、witi士 当昴 41ユ τ 局巧 /s)。

の多くの離島と4つの半島を有し、複雑で優美な海岸線の延長は、

E日本初の国立公園や世界ジオパーク、雲仙山系、多良山系、国見山系の主要山系士それに連なる棚国な
どの美しい景観、波静かな大村湾の風景、本県ならではの生物多様性など全国に誇れる豊かな自然に恵
まれている。

・魅力ある観光まちづくりと効果的な鷹報発信

・移住烹ご策の充実(関係人囲の倉」出・拡大

政策展開の観点

'本県| は、中国や西洋の文物や文化を受け入れながら、多くの人と交流 し栄えてきた歴史があり、それ
を物語る史跡や文化財などが数多く残り、県内各地を舞台に繰 り広げられた先人たちの歩みが重層的 I

現在に伝えられ、個性豊かな文化が県内に浴れている
E2018年に世界遺産に登録された「長崎と天革地方の潜伏キリシタン関連遺産」は、17世紀から19世紀
の 2世紀以上にわたるキリスト教禁教政策の下で、ひそ力Wこ信仰を伝えた人々の歴史を物語る他に例を
見ない証拠であり、「瑯 才、」や「集落」など12の資産によって構成されている。

・2015年に世界遺産に登録された「明治日本の産業革命遺産 製鉄・製鋼、造船、石炭産業どは、日本が非
西洋地域において、わずか半世紀の間に産業国家としての地位を確立したという、世界に類を見ない産
業化の道のりを示すもので、長崎市に造船と石炭産業に関する重要な8つの資産が所在。

こ2015年に「国境の島 壱岐 a対馬・五島」が、2016年に「鎮守府 横須賀 日呉 缶佐世保 B舞鶴ど及び「日
本磁器のら、るさと肥前どが日本遺産として認定され、それぞれの地域の歴史的な特徴を示す有形 お無形
の文化財群が魅力的なストーリーを形成している。

16
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・魅力ある観光まちづくりと効果的な情報発信

・特色ある度化資源による地域活1生イ色

・観光産業の活l座化・高度rヒ

・父通アクセスの]釘ヒ

鱒 嫌



(7)1回性あふれる離島と豊かな海洋資源

E2017年度の「有人国境離島法』.施行後、雇用機会拡充事業など、しまの人口減少対策を強力に推進する

施策について国の支援制度が創設され、社会翠の改善など具体的な成果が発現 している。

コ『長崎と天草地方の潜伏キリシタン関連遺産」構成資産など多くあ歴史的資産が所在し、自然と人が共生

する島々が織りなす美しい環境や伝統文化などの地域資源を有する。

・対馬暖流や複雑な海岸地形を有するなど好漁場に恵まれ、海面漁業“養殖業の生産量及び産出額は全国

第 2位である。また、日本一の漁獲量の魚種が多数あるほか、クロマグロやトラフグ養殖では日本一の

シェアを誇る。

・魅力ある観光まちづくりと効果的な盾報発信

・ しまの資源を活ん`した1'色域酒1留也

有

(3)アジアと

日古くから対外貿易の拠点であり、外来文化の入口であつた歴史を有する。

い中国や韓国などとの長い交流の積み重ねがあり、交流関係が育まれている。

E本県は、日本の西端に位置し、アジアに最も近いという地理的優位性を有する。

・アジアをはじめとした海外)舌力の目又り込み

:海外需要を取り込むための県産品の輸出子庁ム太

・国際交流の推進

嘲 鑢

( ) 世界平和1こ向 :すた発1雷9

こ雑

こと

t く責務。てし 訴えを平ヽ和な世界の実現し 核兵器のな国内外Iをさて 原爆被爆の悲惨しと被爆県
してし て るヽきうが を実施し しな 平和発信の取組思ヽ でヽ関係団体が連携しと『 の強長崎を最後の被爆地 |

醐 鰤 靭 の隷

17
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0「豊かな自然」「喜らしやすい」など、長崎県には様々な強みや特徴があります。県の政策展開にあたって

は、そうした強みを活かしながら地域の活性化に緊げていきたいと考えています。

(う総合計画策定にあたって実施したこ次代を超う大学生や嵩控牛の曽芦ス,>ω賛稟李趣

「

ハ!方 7`世 職み歩

「しまの数日本一Jなど具体的な形でも示した方がいいというご篇見をい″Fをま I_′ 片。

0全ての強みや特長が指標で豪されるわけではありませんが、県民や墨崎県に興味を抱いていただく方に、改

めて長崎県の良さを知つてもらうとともに、「暮らしてみたい」「訪れてみたいJのきつかけや参考のひとつ

としていただきたぃと考え、分野ごとに「全国上位」や「初」などの例を集めました。

は、「美しく豊かな自然」や『個性あふれる離島と豊かな海洋資源」に恵まれており、全国 上位のし

まの数や全国 2位の海岸線の長さを静つています。その特長は、釣り人口や港湾数が高順位であることにも

見ることができます。自然や地勢を活かして様々な産業や暮らしが成り立ち、豊かな自然と共生しながら人

の営みが受け継がれています。

○本県

しまの数 全国 1位 S62年海上保安庁 「海上保安の現況」

釣り人□ 全国 1位 総務省統計局
「社会生活基本調査 」 (2016年 )

海岸線の長さ 全国 2位 鴨29各 国主交通省 「海岸統計」

潜′竜数 全国 2位 園土交通省港湾局 「港湾調査』統計 l苫31

年4月 1日 現在 )

船舶乗降人員数 全国 3位 国主交通省港湾局「港湾五局査 (港 湾統
計〉,(2017年 (年次))

雲仙園立公園 (現在は雲仙天草田立公園)
日本最初の口立公園

の一つ

島原半島ユネスコ世界ジオパーク
日本最初の世界ジオ

パ…クの一つ

1と 自然口環境

-2t
農基 熟

・天候等の特↑生を活かして多様な農産鞠の生産が履開されています。農業産出額は、全口

的に減少傾向にある中、本県のと出額は増加傾向で推移しており、収軽量や生産量において金田上位の品目

を多く有しています。

○本県では、地形

びわ (収種量) 全国 と位 農林水と省「作物統詐とくHこυ年産 ,

つばき油生産担 全臣 2位 農林水と省特用林産物生産統計調査
(H30)

人工林におけるヒノキ占有率 全臣 2位 林野庁森林資源の現況(景29331現在)

ばれいしょ (収積置) 全口 3位 農林水産省「作物統計ど(H30年度)

レタス (収穫量) 全口 4位 農林水産省「作物統計」(檬 30年産〉

にんじん、いちご、みかん (収種量) 全国 5位 農林水産省「作物統計」(H30年 度 )

きく (権き出荷量) 全国 S位 農林水産省「作物統計」(日 30年産)

アスパラガス (収種量) 全口 6位 農林水産省「作物統計」(H30年度)

カーネーション (花き出僣量) 全口 6位 農林水産省「作物統計」(織 30年産)

生しいたけ生産量 全国 6位 農林永産省特鳥林産物生産統計調査
(‖ 30)

18
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り、多 くの 島々や複雑な海底地膨 により好漁堀が 形成 されています 。内湾か ら沖合 泰 cその漁堰朝 を活か

した多種多線な漁業が音 まれてお り、漁業就業 者 (人甲千人対)が釦 ■位、漁獲量が盗口 2位であるほか、

全国 ユ位の漁経 量を誇 る組 が多数存在す るな ど、会口 屈指の水産県で すと

九州か らの沿滓水な どが流入してお
〇本県 は、全国第 2位の長さの海岸線 に面 した広大な湾域 に対盾四硫や

農 林本産省 「漁業セ ンサ ス」

(H30111)全 国 ■位
漁業就 業 者 (人口千人対 )

ンサ ス」

(■80111)全 国 2位

農林水産省「漁業 ■殖業生産統計〕
(無 30)漁獲量 針

(魚種 周U漁獲量 )

全 国 ■位
くるまぐる(うるめしヽわし、かた

類、たちうお、まだい、ちだtヽ・
くちぃわし、まあじ、も`るあじ類、心ミリ

きだい、いさき、さざえ、その他のいか

(するめいか、あかいか以外 )類

全 国 2位
きば類、あまだも`

全 国 3位
そうだかつお類、あなご類

全 国 4位
うに

全 国 5位
まんヽじき、ひらめ

全 国 4位 農林水 産省 「漁業 ,養殖 業生産統計」

海面 登 殖収種置計

(魚種 別収種 量 )

全 国 ■位以 外 )、 真 珠J類 (ぶり、んヽんくろまぐろ、心、ぐ類 、

全 国 2位
真珠 (大玉 )

全 国 4位
ひらめ、わかめ類

全 鳳 5位

晨林水 産省 f漁業 養殖実生遺統 計 J

(H30)

しまあじ、まだと`、こんぶ類
ス 」

(‖30ヽ 11)全 図 2位

水 産 庁 「漁 港 ,巻勢 の親 妥 」 (H28)全 配 2位
漁港数

(H29)全 ロ エ位
煮千 し品 (いわ し)

(H29)全 国 2位
素子 し品 (するめ )

(擦?9)全 国 二位
塩辛類 (いか塩華、その他 )

3日 本 産業

クル■ズ船等で多くの観光客に来県いただしヽています。革た、「新しい成長産業の芽」の■つである海辟エ

ネルギ=関連産業では再エネ海壇翠二用法における促途区期に全翠c初めて本麟 競が招定され、新たな通幹

産業として成長していくこと周 待されています。

本 唯すの世界週産を有する部 、
〇『 多様な歴皇 、文化」は本県の特長の ■つです。日本初の口組 薩や日

協 定 第 ■号田境の 島 壱岐 と対 罵・ 五島～古代 か らの架 け挿 ～

敬 困 通 の 世 界 通 産長峰と天

“

地方の潜伏キリンタン関連遺産
社 会 教 育調 査」(H30ょ10i現

人
「

l」

1生)全 国 6位
劇堀・ 音楽堂数 (人□10万対 )

総 務 省 統 計 局

「社 会 生 活 基 本 調 査 J(2016年 )
全 園 5位

国 主 交 通 空 港 湾 局 調 べ (2019年 (年
全 国 3位

クルーズ船 (外田船社)埼港叡

9年 く年
全 国 4位

クル ーズ船 (外国船紅及び 日本船社 )寄港叡

全 国初
海洋エネルギー関連産業に係る促造区域の指定 (海壇 )

局

J  (2017■岳)
全 国 2位

4.文 1と・籍 尭・産業

19
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〇本県には、交通安全に係る分野、自然災書 (地霞)に縮 分野、治安に係る分野など県属の安全・勇 いに

つながる分野で全コ高順位の超標が複数存在します。こうした特長は、本県の「こらしやす古」を表す要素

の ■つであ り、企業立地や移住な どの面で強みとなります。

20
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運転席 シー トベル ト督用率 (一般適、高凍首 島雪) 全園 ■位 」AF「 シー トベル ト着用 状 況調査 J

(Rl l15年を ,

地震が少ない 全 国 2位
地震調査研 究推 進 本部 事務 局
地震調 査研究 推進本部 全 国地震動 予′滅l

lLF] (2013隼 )

刑法狙圏知件数 (′)なさ)(人 口 10万人対 ) 全国 2位 警察庁 「令和元年 度警察 白書 」
総務省 「推 計人 爾」 (H29101)

刑 法犯横撃率 全 国 4位 警察庁 「令ネ8元年度警票 臼魯ど

警 察官数 (人 口千人対 ) 全 国 5位 総務省 「統 訂 でみ る都 進府 県 のす が
たと(H30)

5.安全B安心

分野においては、従事者数や制度において高順位や全国初といった特長が雲れてい=9。
特 1こ「しまの数日本―」に見られるように、本県l逢口有数のH島県ですが、昭和40年十電1こ祟と関係市町

が一体となつて「長崎県離島医療目組台 (現病院盗虫団)」 を設立し、医学碑 資金賞与制陸毎により難

島やへ書地でれ務する医師を■成して派遣したり、離島から本土へのヘリによる急患搬送体制を確保する

など、離島における地臨 療提供体制の確保において全口に先駆けた取畑をおこなつています。

〇「医療・福を出

離島に派遣する置威医制度の制設

(昭和 45年 )

感染症専 P3医数 (人 口 10万期 ) 全 口 ■位
医名簿 J日本感 染症学

13)

晉護師数 (人口 10万対 ) 全 口 4位
行政報

介置福祉士豊偲苦叡 (人 口10万対 ) 全 口 6位
(公 財 ) センター

「各年度末 の都道 府県別 登録 者数」
(H30年度末 )

初期臨床研修 医希望者数 (人 a比 ) 全 璽 6位
El

医師臨床研修 マ ッチ ング協議 会 「令和
元 年度 研修医 マ ッチ シ ゲの結果 J

日本初の1田セ牟ュリティ学科の開BRなど、工T人材をはじめとした r人材の育勘 J

を胃最に、工T企裁の研究調爵鍵点の立地が追み始めています。また、全口有数の離島照の特驚 活かし ,

「しまJの自然に恵まれた4筑の中で学置できる制度として、金田に先駆けて「市持牛のは島留学綱度」

を導入しています。子育てのしやすさなど『暮らしやす古」もとみの ■つであり、台幹特殊出生率も高贖

位となつています。

県立大学情報セキュリテ ィ学科 (情報セキュリテ ィに関
する知臓を喜 Fgに等ぷ学暮の設置)

調査 (H2841)全理初 (H28)

〇颯立大学における

高校生の議島日学制度 全口I初 (HiS)

高校電子・ 女子週動部員数割合 (生徒 100人対 ) 全 国 3位

(公財 )全国高 等学 校体 育違 服 r全国高
等 学校体育連 盟加盟 登録 状況 」(R18)
(公財 )日 本商等学 校野球連盟「令奉日元
年 度加盟校部 員数 」
文 部科学省「学横基 本調 査」(R13,現
0

青年海外協力隊派遣突損 (人口 10万対 ) 全 田 S位
JICAf青年海外協力隊派遣実績」
(R1930現 在)

総発4「推ξ十人口J(H30101)

中等生の学業時間 全 国 6位 総務省「平成 28年社 会生活基本 調査 」(3
年ごとに実施 )

合 計特殊出生事 全口 6位 厚 生 労 働 省「 人 口動 態 」(H30)



今後 10年の主な出来事

今後10年に本県に大きな影響を与えると考えられる出来事として、次のような出来事が

あります。

出来事
主な

F

離

じニア螂
(8働」|1受50卜副謗驚

)ティフ
°

ガv11111素用鞘淋
醐 lll,♭

‐

圏中国交
醐 ヒ
50周年

鋤

MICE
長購県政
150鰯年

長崎開港
4醐鷹l年

12ン1・ メンI

21
|

:202〕 至O

2050

22
,Iノ~卜 (

02O日

02

52

2i

202

02

20

21
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基本理念を実現
するための3つの柱

政策展開の基本方向

③長崎県の未来を担う子ども、郷上を愛する人を育てる

③環境変化に対応し、一次産業を活性化する

基本戦略

C断しい時代に対応した力強い産業を育てる

1,地域で活置する人精
を育て、未来を切り拓く
(人材を育て、未来を切り拓く)

3.夢や希望のあるまち、
持続可能な地域を創る

(希望のあるまちを創り、
明日へつなぐ)

人
Ｅ産
業
Ｂ地
域
を
結
び
、
新
た
な
時
代
を
生
き
抜
く
力
強
い
長
崎
県
づ
く
り

22
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●百百万雨顧顧踊づくりの促違
●

0り

0既 る人材の育蔵・確保
●

01保

●I逮の活性化
●じて学び、着盟できる社会の実現

●

0)向上こ移住者の裾野の拡大係人ロ カ

Dながさき しまの創生

プロジェクト

(2｀ アジア・国際

戦略

(0)新幹線F舜電業効栗

子庁ム大フロジェクト

つ健康長寿霞本一

プロジェクト

G,スマート社会

実現ブロジエクト

6)人秘確保・定醤
ブロジェクト

9災害から命を

守るプロジエクト

●Hした支援てまでの一
●臥 材の育成

性教育の推進
「持つた人材づくり――′

Iの豊韓
隆菅弁立経するJ体制づくり

口できる地域共生社会の雄遠

韓

●飼出日育成
●

●

●廷集謗政の雅逸

●扇面高顧頭死頚顧諏師め推進
●

=大

●!な生産体鶴の建緯
●にお体個の強化

0〕流を支える交通ネットワエクQ坐皇
●娘果の拡大
●it魅力ある都市・地壌づくり
0
●

〔流め推進と平和発信

誡 貴生活の安定i向上

F地増づくり

'イ

ルの普及

1可能な地壊づくり

23
-41-

0印 はまちEひと0しごと創生総合戦略と共通の体系


